
第　13　章　　　用地・収用・管理

１　用地補償費の推移

　　　　◆用地補償費の推移  

（単位：百万円）

（年度）

２　用地取得面積及び登記処理の推移

　　　　◆用地取得面積の推移 　　　　◆登記処理の推移

（単位：千㎡） 　　（単位：筆）

（年度） 　　（年度）

第 1 節 公共用地取得

建設部所管の公共事業を施行するため必要となる土地の取得に伴う損失補償に関する指導及び損失
補償基準に関する事務を行っています。
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１　土地収用法の手続の概要

２　裁決等の状況

３　事業認定について

道路、鉄道、河川、公園などの公共の事業のために土地が必要となった場合、通常は、事業の施行者
（起業者）が土地所有者等に損失補償基準等について説明した上で、売買契約により土地を取得します。

しかし、補償金の額などで折り合いがつかない等、任意で売買契約することが難しい場合、起業者は土
地収用法の規定に基づいて事業認定の手続きを経た上で、収用委員会に対して収用の裁決を申請する
ことができます。
　 収用委員会では、審理において起業者や土地所有者の主張を聞き、鑑定や調査を行い、収用する土地
の範囲、補償金の額などについて裁決します。

この裁決により、補償金の支払いを経て、起業者は土地を取得し、その土地を公共事業のために使うこ
とができます。
　なお、裁決によっても土地の引き渡しが行われない場合は、行政代執行の手続きに移行します。

第 ２ 節 土 地 収 用

収用委員会における裁決等の状況は次のとおりです。

収用委員会に裁決申請する前段階として、事業認定を受ける必要があります。
処分の機関別の事業認定の状況は、次のとおりです。
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令和５年度 0 2 2

令和６年度 1 0 1

令和３年度 2 1 3

令和４年度 2 0 2

令和元年度 1 1 2

令和２年度 0 1 1

区 分 大 臣 認 定 知 事 認 定 計

0令和６年度 2 4 0 0

1

令和５年度 2 1 0 0 2

令和４年度 6 5 0 0

0

令和３年度 0 0 0 0 0

令和２年度 2 2 0 0

繰 越

令和元年度 2 5 0 0 0

区 分 申 請 ・ 申 立 裁 決 和 解 取 下 げ
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１　法定外公共用財産の管理処分

(1) 使用許可、境界確認、用途廃止件数の推移

（単位：件）

   （年度）

２　廃道、廃川敷地の管理・処分

   （単位：件）

（年度）

法定外公共用財産とは、道路法や河川法の適用を受けない道路や水路などのことをいい、一般に赤線、
青線などとも呼ばれています。かつては国からの法定受託事務として、県がこれらの財産の管理及び処分を
行っていましたが、いわゆる地方分権一括法により国有財産特別措置法が改正され、機能を有する法定外公
共用財産については、平成１８年度までに国から市町村への譲与手続きが完了し、市町村が直接管理するこ
ととなりました。

また、機能を喪失した旧法定外公共用財産は国(秋田財務事務所)において直接管理を行うことから、県が
行う事務は、砂防指定地等に存する市町村譲与が行われなかった道路、水路のほか、海岸保全区域や港湾
区域、漁港区域となっていない、一般海域に係る法定外公共用財産の管理となっています。

第 ３ 節 管 理

廃道廃川敷地とは、一般国道、県道、一級河川及び二級河川の区域変更等により、公共用財産として不
用になった旧道路河川敷地をいい、当該敷地の維持・管理をしてきた県は、国から譲与を受けることができ
るので、その譲与に係る事務を行っています。

また、国からの譲与や他課からの引継により県有財産となった廃道廃川敷地を処分する事務も行ってい
ます。

37

39

39

21

22

8

0

0

0

2

1

5

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

R元

R2

R3

R4

R5

R6

使用許可

境界確認

用途廃止

9

4

5

6

6

10

11

6

2

6

7

9

0 5 10 15 20 25

R元

R2

R3

R4

R5

R6

取得（件）

処分（件）

- 123 -


